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研究として Shapiro and Stiglitz (1984) がある．








的モデルである Shapiro and Stiglitz (1984) の枠組みを用いて，雇用保護規制に関するインプリ
ケーションを得ることである．雇用保護規制の存在がいつも労働インセンティブを妨げている
のか否かを明らかにし，労働インセンティブを妨げない雇用保護規制がどのようなものかを調
べる．第２の目的は，Shapiro and Stiglitz (1984) の枠組みにおける雇用保護規制の分析について，




とその運用について説明する．3節において，本研究の基本モデルとなる Shapiro and Stiglitz 








































　本研究で用いるモデルの基本設定は Shapiro and Stiglitz (1984) にしたがう．いま経済には多
数の同質な労働者と企業が存在するとして，モデルは連続時間上で定義される．企業は以下の
利潤を最大化するよう賃金 wと雇用量 Lを決定する．
 ( )g AL wL-  (1)
ただし g(･)は生産関数であり g′(･) > 0,g′′(･) < 0である (プライムは微分を表す )．Aは労働者が
企業に供給するエフォート水準であり，Lは雇用量である．生産要素は効率労働力 ALのみで
ある．wは労働者に支払われる一人当たり賃金水準とする．いま，企業は労働者に対して一定
の値 A > 0のエフォート供給を求めるとする．
　労働者と雇用契約を結ぶ企業は，wの賃金を労働者に対して支払う代わりに A  > 0のエ
フォート供給を求める．労働者はリスク中立的であり，瞬時的効用は以下で表される．
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　怠業者が解雇される確率を単位期間当たり q S, 非怠業者が解雇される確率を単位期間当たり
qNと表す 2．非怠業者が解雇されるのは経営的理由に限定されるのに対し，怠業者は経営的理




生涯効用をそれぞれ V N, V Sとすると，それらの再帰的関係は以下となる 3．
 ( )rV w A q V VN N UN N= +- -  (3)
 ( )rV w q V VS S US S+= -  (4)
ただし，rは労働者の割引率，VUN，VUSはそれぞれ非怠業者と怠業者の失職時の留保効用を表し，
以下を満たす．
 ( )rV w a V VUN C N UN= + -  (5)
 ( )rV w a V VUS C S US= + -  (6)
wCは失業補償，aは単位期間当たり新しい職を獲得する確率を表す 4．V N = V Sであるならば，
VUN = VUSとなることに注意する．
　労働者が企業の要求するエフォートを供給するのは，V N 侒 V Sを満たすときであるから，(3)
－ (6)より，労働者のエフォート供給のための条件（誘因両立制約）は以下となる． 
 , where 1w w w A q q
r a q








ポアソンレートは怠業者に対しては q S , 非怠業者に対しては qNとする．ポアソンレートは単位期間当た
りの解雇確率を意味する． 
3 本研究では Shapiro and Stiglitz (1984) やその他の先行研究と同様に定常状態にのみ焦点を当てるため，そ
れぞれの雇用状態における期待生涯効用の時間的変化はないとする．Shapiro and Stiglitz modelの枠組み







　労働者が企業と雇用契約の締結を拒まないのは V N ≥ VUNを満たすときであるから，(3)，(5)
より，雇用契約締結のための条件（参加制約）は以下となる．
 w w w AP C$ / +  (8)
企業が労働者と雇用契約を結び，労働者のエフォートを引き出すには，誘因両立制約 (7)と参























労働者解雇の困難さは変化するであろうから，解雇確率は Rの関数として qN(R), q S(R) と考え
ることができる．雇用保護規制が厳しいとき（Rが高いとき），企業は労働者を解雇するのが




雇用保護規制が Levine (1989) の想定するよう解雇確率に作用するとは限らない．例えば，雇
用保護規制が企業の懲罰的な解雇を厳しく禁止する一方，企業の人件費負担を軽減するため経
営上の都合による解雇については許容するような場合である．本稿では，雇用保護規制が非怠
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業者の解雇確率を怠業者の解雇確率よりも高めることも想定して分析を行う．









補題１．いま ϕ(R) ≡ {r + a + qS(R)}/{r + a + qN(R)} > 1とするとき，dθ(R)/dRの符号について以
下が成立する．
　(1)　qRS(R) < qRN(R)ϕ(R)ならば，dθ(R)/dR > 0である．
　(2)　qRS(R) ≥ qRN(R)ϕ(R)ならば，dθ(R)/dR ≤ 0である．
Proof. θの定義より，以下が成立する．
 ( )
{ ( ) ( )}
( ){ ( ) ( )} { ( ) ( )}{ ( )}
dR
d R
q R q R
















　(1)　qRS(R) < qRN(R)ϕ(R)であれば , dw*/dR > 0, dL*/dR < 0である．
　(2)　qRS(R) ≥ qRN(R)ϕ(R)であれば , dw*/dR ≤ 0, dL*/dR ≥ 0である．















 ( , ) ( )U w A w d A-=  (13)
ただし，d(A)はエフォート供給に対する不効用を表し，d(0) = 0であり , A > 0に対して dA(A) > 0, 
dAA(A) > 0（下付き添え字は微分を表す）とする．
　企業が要求するエフォート A に対して労働者の V N, VS, VUN, VUS の再帰的関係は，以下となる． 
 ( ) ( )( )rV w d A q R V VN N UN N- -= +  (14)
 ( )( )rV w q R V VS S US S-= +  (15)
 ( )rV w a V VUN C N UN-= +  (16)
 ( )rV w a V VUS C S US-= +  (17)
ただし前節と同様に aが所与とする．以上の式より，労働者が企業から要求されるエフォート
供給を行うための誘因両立制約は以下となる．
 ( ) ( )w w w R d AI C+$ / i  (18)




 ( , ) ( ) ,A A w R d R




- a k  (19)
ただし d –1は dの逆関数を表す．
補題 2．労働者のエフォート供給関数は， A(wC, R) = 0, Aw(w, R) > 0, Aww(w, R) < 0を満たす．た
だし下付き添え字は微分を表す．
Proof.  w = wCのとき， A(wC, R) = d –1(0) = 0であることがわかる．次に，エフォート供給関数
を wについての微分すると以下を得る．
 ( , ) ( ) ( ) 0A w R d R




i- -a k  (20)
 ( , ) ( ) ( ) 0A w R d R




i- -a k  (21)
ただし，dA–1 > 0, dAA–1 < 0である． □
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A










　(1)　qRS(R) < qRN(R)ϕ(R)であれば , AR(w, R) < 0である．
　(2)　qRS(R) ≥ qRN(R)ϕ(R)であれば , AR(w, R) ≥ 0である．
Proof.  エフォート供給関数を Rで微分することによって以下を得る．
 ( , ) ( ) ( )
( )











i- a k  (22)




 ( ( , ) )max g A w R L wL,w L
-  (23)
　Solow (1979)によって示されているように，この利潤最大化問題は次の２つのステップに分
けて解くことができる．まず以下の効率労働 AL単位当たりの費用 w/Aを最小にする賃金 w*
を決定する．
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A (w, R )
A
図２：最適な賃金とエフォート水準の決定（Solow 条件）
 ( , ) ( , )A w R w A w R* * *w =  (25)
　次に，効率労働に対する限界生産性と効率労働の単位費用が等しくなるよう，以下を満たす
ように雇用量 L*が決定される．







の単位費用 w*/A(w*, R) に与える影響を調べる．包絡線定理により雇用保護規制の効果は以下
となる．
 




d w A w R
A w R







　(27)の符号は AR(w*, R) によって決まり，以下が導かれる．
定理 2．雇用保護規制が効率労働の単位費用 w*/A(w*, R)と効率労働需要 A(w*, R)L*に与える
影響は以下となる．
(1) qRS(R) < qRN(R)ϕ(R)ならば，d{w*/A(w*, R)}/dR > 0, d{A(w*, R)L*}/dR < 0である．
(2) qRS(R) ≥ qRN(R)ϕ(R)ならば，d{w*/A(w*, R)}/dR ≤ 0, d{A(w*, R)L*}/dR ≥ 0である．




 ( ) {(1 ) }d A A 1
1
-= n - n  (28)
ただし，0 < μ < 1とする．
　この特定化によりエフォート供給関数を賃金に対するエフォートの弾力性が一定となり，以
下となる．







-n% /  (29)
このエフォート供給関数は A(wC, R) = 0, Aw(w, R) > 0, Aww(w, R) < 0を全て満たすことが確認さ
れる．
　特定化された (29)を用いると，(25)を満たす最適な賃金は以下となることがわかる．






(2) qRS(R) < qRN(R)ϕ(R)であれば , dA(w*, R)/dR < 0であり，qRS(R) ≥ qRN(R)ϕ(R)であれば , 
dA(w*, R)/dR ≥ 0である．
Proof.  (30)より賃金は雇用保護規制の影響を受けないことがわかる．また賃金が雇用保護規
制の影響を受けないことから，エフォートへの影響は Rの直接効果のみとなる．したがって，


























　第4に Shapiro and Stiglitz (1984)における企業の解雇政策に関する仮定を変更することであ
る．Shapiro and Stiglitz (1984)では，労働者が企業の要求するエフォート水準に満たないこと
が発見された場合，解雇確率がジャンプすることが仮定されており，労働者のエフォート水準
に対して解雇確率は不連続である．しかし，Chatterji and Sparks (1991)が考えるように，労働
者のエフォート水準が高いほど解雇確率が低くなるといった，エフォート水準と解雇確率の関
係が連続的である場合の分析も必要であろう．これらは今後の研究課題とする．
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補論：Shapiro and Stiglitz modelの再帰方程式
　まず，本文中の (3)式を導出する．[0, ∆t]と [∆t, ∞) の２つの期間に分けて，労働者の期待生
涯効用を記述する．雇用されている労働者が，雇用されている時に限りエフォート A を供給
するならば，その労働者の期待生涯効用 V Nは以下となる 5.










- -= = + +D D D
" "
- - - - -
=D D
D
D D D9 C#  
  (31)
(31)の右辺第一項は，[0, ∆t] 期間内に得られる期待効用を表している．この ∆t期間中に雇用さ





V N(∆t)を得る．一方，∆t時点において，労働者は 1 − e–q





( ) ( ) ( )lim lim limV t
q r
e w A



























D D D* #4 - 
  (32)
この式を V N(∆t) について解けば， 
 ( )
( ) ( )











t r q t

















D D D D
D Dd n ) 3 (33)
が得られる．ロピタルの公式を利用すると，期待生涯効用 V Nは以下で示すことができる． 
 V
q r










 ( )rV w A q V VN N UN N- -= +  (35)
　同様の手順で，雇用されている労働者が 0時点において全くエフォートを供給しない場合の
期待生涯効用 V Sが満たす (4)式を導出することができる．
　次に (5)式を導出する．(3)式の導出と同様に [0, ∆t] と [∆t, ∞) の２つの期間に分けて，労働
者の期待生涯効用を記述する．雇用されていない労働者が雇用された場合に限り，エフォート 
A を供給するならば，労働者の期待生涯効用 VUNは以下となる













-= = + +D D D
" "
- - - -
=D D
D D D
D9 C# -#  (36)
5 ∆t期間内に職を失った労働者は，次の期間が始まるまでは新しい職探しを始められないとする．
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(36)の右辺第一項は，[0, ∆t] 期間内に得られる期待効用を表している．この ∆t期間中に雇用
されていない労働者は，毎時点 wCの瞬時的効用を得る．右辺第二項は，∆t時点以降に得られ







( ) ( ) ( )lim lim limV t r
e w






















D D D( #2 - (37)
この式を VUN(∆t)について解けば， 
 ( ) ( )
( ) ( ) ( )
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D D) )3 3 (38)
が得られる．ロピタルの公式を利用すると，期待生涯効用 VUNは以下で示すことができる．
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